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「広島県女性支援・ＤＶ防止計画」の骨子案について 

 

１ 要旨 

現行の「ひろしまＤＶ防止・被害者支援計画（第４次）」（計画期間：令和３年度～令和８年10月）及

び「広島県困難な状況にある女性の支援計画」（計画期間：令和６年度～令和８年10月）が令和８年10

月で終了するため、次期計画を策定する。 

なお、両計画は対象者や相談内容に重複があり、政策的に関連が深いため、次期計画では両計画を一

体の計画として策定する。 

 

２ 骨子案の概要 

⑴ 計画期間 

令和８（2026）年度～令和12（2030）年度（５年間） 

 

⑵ 計画の位置づけ 

ア 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律第２条の３第１項の規定に基づく都道

府県基本計画  

イ 困難な問題を抱える女性への支援に関する法律第８条第１項の規定に基づく都道府県基本計画   

※ その他、「安心・誇り・挑戦 ひろしまビジョン」（計画期間：令和３年度～令和12年度）や「わ

たしらしい生き方応援プランひろしま（広島県男女共同参画基本計画）」（計画期間：令和８年度～

令和12年度）等関連する計画との整合を図る。 

 

⑶ 計画の名称 

 統合する両計画を踏まえた名称とする必要があるが、そのまま列記すると長くなるため、県民にと

ってシンプルで分かりやすいものとなるよう、計画名称は「広島県女性支援・ＤＶ防止計画」とし、

本計画が法定の都道府県基本計画であることは、本文中に明記することとする。 

  

⑷ 将来にわたって目指す社会像と目指す姿 

 ア 将来にわたって目指す社会像 

・ すべての女性が、人権を尊重され、安心して、自立して暮らすことができる社会の実現 

・ 県民に配偶者や交際相手からの暴力を認めない意識が浸透し、誰もがこうした暴力におびえる

ことなく、心身ともに安定して暮らすことができる社会の実現 

 イ 目指す姿（５年後） 

・ 地域において困難な状況にある女性やＤＶ被害者等への支援体制が整備され、暴力や生活への

不安なく、安定して自立した生活をしています。 
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⑸ 施策体系 

現行ＤＶ防止計画 現行女性支援計画 

 

次期計画（案） 

施策の柱 取組の内容 

Ⅰ ＤＶ・児童虐待の総合
的な支援体制の確保 

Ⅲ-１ 地域での暴力被害
の早期発見・相談 

Ⅳ-２ 関係機関との連携に
よる継続的な支援・見守
り 

Ⅳ 関係機関の連携による
包括的な支援体制の整
備 

Ⅰ-１ 早期に相談しやす
い環境の整備 

Ⅰ-２ 女性相談支援員の
対応力向上 

Ⅲ-１ 関係機関との連携
による継続的な支援・見
守り 

Ⅰ 支援の基盤
づくり 

１ 地域の包括的支援ネ
ットワーク 

２ 相談機関の強化・人材
育成 

３ 児童虐待との総合的な
支援 

Ⅱ-１ 若年層からの教育・
啓発の充実 

Ⅱ-２ ＤＶ防止に向けた
啓発の推進 

Ⅰ-１ 早期に相談しやす
い環境の整備（再掲） 

Ⅱ 啓発・予防 １ ＤＶ・女性支援の啓発
周知 

２ 若年層への予防教育 

Ⅲ-１ 地域での暴力被害
の早期発見・相談（再
掲） 

Ⅳ-１ 保護体制の強化に
よる 安全・安心の確保 

Ⅱ-１ 支援対象者の状態
に応じた一時保護の実
施 

Ⅱ-２ 心理的ケアの実施 

Ⅲ 相談支援・
安全確保 

１ 相談支援の充実 

２ 一時保護・安全確保 

Ⅳ-２ 関係機関との連携
による継続的な支援・
見守り（再掲） 

Ⅳ-３ 加害者対応に向け
た取組の充実 

Ⅲ-１ 関係機関との連携
による継続的な支援・
見守り（再掲） 

Ⅲ-２ 施設やそのノウハ
ウを活用した自立支援 

Ⅳ 継続的な支
援 

１ 地域における支援 

２ 施設による支援 

  ※ 下線は特に注力する施策 

 

⑹ 特に注力する施策 

  支援対象者は複雑な背景や課題を抱えていることが多く、目指す姿の実現に向けては、関連する

様々な分野において女性支援・ＤＶ防止の認識を高め、適切な相談支援に繋げることが重要である。 

そのため、現行計画に引き続いて、以下の３点を特に注力する施策として設定する。 

 ア 関係機関の連携による包括的な支援体制の整備（ネットワーク） 

   支援対象者は複合的な課題を抱えていることが多く、分野を超えた関係機関・部署が支援対象者

をキャッチし、見守りや支援を行う体制を構築する必要があるため、支援調整会議の設置などによ

り、多機関による情報共有や支援の検討を行える環境を整える。 

  イ ＤＶと児童虐待の総合的な対応 

   ＤＶと児童虐待が同時に発生している家庭が多く、双方の視点をふまえた家庭全体のアセスメン

トを行い、支援方針を検討する必要があるため、両部門が連携して情報共有やアセスメントを行う

仕組みづくりを進める。 

  ウ 若年層への教育・啓発 

   特に若年層において、公的相談機関の認知度の低さや相談に対する抵抗感があり、相談に繋がり

にくい傾向があるため、問題が複雑化する前に早期発見・支援に繋がるよう、若年層に向けた広報

を重点的に行う。また、被害者にも加害者にもならないよう、若年のうちからの教育・啓発に取り

組む。 
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３ スケジュール 

項目 
令和７年 令和８年 

5 6 7 8 9 10～12 1～3 4 5 6 7 8 9 10 

生活福祉 

保健委員会 

 

  

            

有識者会議  

         

  

  

その他   
        

    

 

 

ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ 
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● 
骨子案 
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素案 

● 
集中 

審議 

● 
意見 

対応 

● 
第1回 

（振り返り） 

● 
第2回 

（骨子案） 

● 
第3回 

（素案） 

策

定 
● 

第4回 

（本文案） 



「広島県女性支援・DV防止計画」
の骨子案について

令和８年７月17日
広島県健康福祉局こども家庭課
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１  現行計画
（１）概要
（２）体系
（３）成果指標の達成状況
（４）振り返り

２ DV・女性支援に係る現状等
（１）広島県の現状
（２）特に考慮する社会情勢の変化

３ 次期計画の方向性・骨子案
（１）計画の名称
（２）将来にわたって目指す社会像と目指す姿
（３）骨子案
（４）特に注力していく施策

目次
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◆ ひろしまＤＶ防止・被害者支援計画（第４次）【計画期間：令和３年度～令和７年度】

１ 現行計画 （１）概要

◆ 広島県困難な状況にある女性の支援計画 【計画期間：令和６年度～令和７年度】

○ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（ＤＶ防止法）に基づく県の基本計画 （法定計画）

○ 安心▹誇り▹挑戦 ひろしまビジョン 領域「子供・子育て」の「児童虐待防止対策の充実」に関する分野別計画

○ 関連計画：広島県困難な状況にある女性の支援計画、わたしらしい生き方応援プランひろしま

○ 「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」（女性支援新法）に基づく県の基本計画 （法定計画）

○ 令和６年４月に策定した計画であり、現行ビジョン（アクションプラン）には明示されていないが、「地域共生社会」に

掲げる目指す姿との整合性を図ることとしている

○ 関連計画：ひろしまＤＶ防止・被害者支援計画、わたしらしい生き方応援プランひろしま

「ひろしまＤＶ防止・被害者支援計画」と「広島県困難な状況にある女性の支援計画」は、

対象者や相談内容に重複があり、政策的に関連が深いため、

次期計画は両計画を一体のものとして策定する。
3

両計画とも令和８年10月以降終了予定（終期は令和７年度末だがビジョン見直しに伴い延長）
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１ 現行計画 （２）体系（DV防止計画）

県
民
に
暴
力
を
認
め
な
い
意
識
が
浸
透
し
、
誰
も
が
配
偶
者
や

交
際
相
手
か
ら
の
暴
力
に
お
び
え
る
こ
と
な
く
、
心
身
と
も
に

安
定
し
て
暮
ら
す
こ
と
が
で
き
る
社
会
の
実
現

施策の柱

Ⅰ ＤＶ・児童虐待の総合的な支援

項目

Ⅱ 配偶者等への暴力の未然防止

Ⅲ ＤＶを見逃さない、
    相談しやすい環境の整備

Ⅳ 被害者の安全・安心の確保と
 自立支援の推進

１ ＤＶ・児童虐待の総合的な支援体制の確保

１ 若年層からの教育・啓発の充実

２ ＤＶ防止に向けた啓発の推進

１ 地域での暴力被害の早期発見・相談

１ 保護体制の強化による安全・安心の確保

２ 関係機関との連携による継続的な支援・見守り

３ 加害者対応に向けた取組の充実

目指す社会像



１ 現行計画 （２）体系（女性支援計画）

す
べ
て
の
女
性
が
、
人
権
が
尊
重
さ
れ
、
安
心
し
て
、

か
つ
自
立
し
て
暮
ら
す
こ
と
が
で
き
る
社
会
の
実
現

施策の柱 項目

Ⅳ 関係機関の連携による包括的な支援体制の整備

目指す社会像

Ⅰ 相談支援体制の整備 １ 早期に相談しやすい環境の整備

２ 女性相談支援員の対応力向上

Ⅱ 一時保護機能の見直し １ 支援対象者の状態に応じた一時保護の実施

２ 心理的ケアの実施

Ⅲ 安心して暮らせる環境の整備 １ 関係機関との連携による継続的な支援・見守り

２ 施設やそのノウハウを活用した自立支援
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１ 現行計画 （３）成果指標の達成状況（DV防止計画）

柱 目指す姿 成果指標
当初値
（R2）

目標値
（R7）

実績値
（R6）

達成
状況

Ⅰ
ＤＶ・児
童虐待の
総合的な
支援

ＤＶ対応部門と児童虐待対応部門が連携して対応している。更に、
ＤＶと児童虐待の双方の視点によるアセスメントの方法を確立し、
組織体制を整え、被害者や子供へ適切な支援を行う仕組みができて
いる。

ＤＶと児童虐待が同時に起
こっている家庭のうち、Ｄ
Ｖ対応部門と虐待対応部門
の連携による支援を受けて
いる割合

65.1% 100% 45.3％ ×
全ての市町に配偶者暴力相談支援センターが設置され、子ども家庭
総合支援拠点と、同一組織で一体的に運営（又は密接に連携）され
ており、ＤＶと児童虐待に対して総合的に支援する仕組みができて
いる。

Ⅱ
配偶者等
への暴力
の未然防
止

子供の成長段階に応じたＤＶの予防教育が行われ、自己
の身体を守るとともに、相手の心と身体を思いやり行動
できる若者の育成が図られている。

若年層におけるデートＤＶ
に関する精神的暴力の認識
率

57.1％ 75.0% 64.8% △

広く県民にＤＶに対する正しい知識の啓発が進み、あら
ゆる暴力を認めない、許さないという社会的風潮が浸透
しつつある。

ＤＶを受けたことがある人
（直近１年間）のうち、相
談しなかった人の割合

58.0％ 30.0％
70.6％
(R5)

×

配偶者暴力相談支援セン
ター設置市町数

2市町 23市町 3市町 ×

（○：達成、△：概ね達成（未達だが順調に推移しているもの）、×：未達）
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１ 現行計画 （３）成果指標の達成状況（DV防止計画）

柱 目指す姿 成果指標
当初値
（R2）

目標値
（R7）

実績値
（R6）

達成
状況

Ⅲ
ＤＶを見
逃さない、
相談しや
すい環境
の整備

こども家庭センターでは、専門性の高い人材を育成し、
市町へ助言・指導ができる体制が整い、市町では、配偶
者暴力相談支援センターが全市町に設置され、多くの県
民が身近な相談機関を把握し、相談への不安や抵抗が少
なくなっている。

ＤＶを受けたことがある人
で、どこに相談したらよい
か分からなかったため相談
しなかった人の割合

8.7% 0%
6.5%
(R5)

△

地域で住民や関係者が、本人に相談を促したり、相談機
関等につなぐなど、適切に関与し、行動できる人が増え
ている。

配偶者暴力相談支援セン
ター設置市町数

2市町 23市町 3市町 ×

Ⅳ
被害者の
安全・安
心の確保
と自立支
援の推進

被害者等の状態に応じた保護ができるよう保護場所が増
え、関係機関の円滑な情報共有、連携のもと、安全確保
が図られている。

ＤＶ被害者の一時避難場所
を確保している市町数

4市町 23市町 7市町 ×

地域に戻り生活する場合には、関係機関で情報共有され、
継続的に見守りや必要な支援が行われており、被害者や
子供は、心身のダメージが徐々に回復している。

一時保護解除後に地域に
戻った人のうち、支援計画
に基づき支援を受けている
人の割合

0％ 100％ 86.5％ △

県こども家庭センターや支援機関等が加害者プログラム
へ適切につなぐことにより、プログラム参加者が増えつ
つある。

ＤＶと児童虐待が同時に起
こっている家庭の加害親の
うち、プログラムを勧奨し
た人の割合

0％ 100％ 集計中 ―

（○：達成、△：概ね達成（未達だが順調に推移しているもの）、×：未達）
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１ 現行計画 （３）成果指標の達成状況（女性支援計画）

領域 目指す姿 成果指標
当初値
（R5）

目標値
（R7）

実績値
（R6）

達成
状況

Ⅰ
相談支援
体制の整
備

様々な要因により困難な状況にある女性が相談できる窓
口や活用できる制度について認知しており、全ての女性
が、困難な状況に陥った時、早い段階で相談ができてい
る。

女性相談に関する情報へアクセス
したユーザー数

1,302人 5,000人 6,130人 ○

困難な状況にある女性が、どこに相談しても、希望や意
思を尊重されながら、的確なアセスメントに基づき、支
援を受けることができている。

女性相談支援員を配置し、女性相
談の窓口を広報周知している市町
数

8市町 16市町 11市町 △

Ⅱ
一時保護
機能の見
直し

支援対象者の状態に応じた保護を行うための環境
が整い、困難な状況にある女性が、過度な制約が
ない生活環境で、安心して一時保護を受けること
ができている。

制約が緩和された一時保護委託先
の数

0施設 3施設 1施設 ×

一時保護中は、困難な状況にある女性が、心身の
安定等を図りながら、保護解除後の生活に向けた
様々な支援策について情報提供を受け、自分の希
望や意思に沿った支援方針について、女性相談支
援員等信頼のおける支援者と共に、検討を行って
いる。

一時保護された支援対象者のうち、
心理士の面談を受けた割合

14.3％ 50.0％ 22.1％ ×

（○：達成、△：概ね達成（未達だが順調に推移しているもの）、×：未達）
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１ 現行計画 （３）成果指標の達成状況（女性支援計画）

領域 目指す姿 成果指標
当初値
（R5）

目標値
（R7）

実績値
（R6）

達成
状況

Ⅲ
安心して
暮らせる
環境の整
備

困難な状況にある女性が、活用できる支援策につ
いて情報提供を受け、自分の希望や意思を尊重さ
れながら、女性相談支援センターや市町において、
支援調整会議の場を活用し、自立に向けた支援方
針の検討が行われている。

一時保護解除後に在宅での生活を
送っている人のうち、支援計画を
策定し、継続的な支援を受けてい
る割合

0％ 35.0％ 35.1％ ○

本人が地域生活に移行した後も、支援方針を基に、
市町の女性相談支援員や関係機関の支援者等が自
立を支援し、新たな困り事や問題の発生があった
場合も早期に発見できている。

Ⅳ
関係機関
の連携に
よる包括
的な支援
体制の整
備

困難な状況にある女性の支援に関わる多岐にわた
る関係機関が、支援調整会議の設置によってネッ
トワークを構築し、支援対象者が最初にたどり着
いた窓口がどこであっても、関係する機関が対等
の立場で、支援対象者本人の希望・意思を尊重し
た最適な支援に向けて協議を行いながら、役割分
担をして、包括的・継続的な支援にあたっている。

支援調整会議が設置され、支援対
象者が包括的で継続的な支援を受
けられる体制が整備された市町数

0市町 9市町 3市町 ×

（○：達成、△：概ね達成（未達だが順調に推移しているもの）、×：未達）
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項目 指標 主な取組 現状・課題 要因

１
ＤＶ・
児童虐待
の総合的
な支援体
制の確保

ＤＶと児童
虐待が同時
に起こって
いる家庭の
うち、ＤＶ
対応部門と
虐待対応部
門の連携に
よる支援を
受けている
割合
【目標値】
R7：100%
【実績値】
R6：45.3%

【県こどもC】
○ＤＶ対応部門と
児童虐待部門の合
同研修の実施

〇児童虐待・ＤＶ
双方の視点をふま
えたアセスメント
ができるよう虐待
ケースの受理会議
にＤＶ対応部門も
出席

【市町】
〇児童虐待対応部
門とＤＶ対応部門
の連携の推進

〇児童福祉司向けにＤＶ対応に関する研修を行ったり、Ｄ
Ｖ担当職員が児童虐待対応研修に参加したことにより、双
方に連携の重要性についての認識が高まり、個別ケースの
連携が円滑に進むようになった。

〇現時点ではＤＶと児童虐待を総合的にアセスメントする
客観的な指標は整理できていないが、県こども家庭セン
ターでは、児童虐待ケースの会議にＤＶ対応部門が参加す
るなど双方の視点をふまえたアセスメントや援助方針の検
討を行っている。

〇ＤＶと児童虐待が同時に起こっている家庭のうち、市町
のＤＶ対応部門と虐待対応部門の連携による支援を受けて
いる割合が以前よりも減少している。

〇根拠法令が異なることに
よる支援の枠組みの違いを
理解したことで、それぞれ
の動きの見通しがつき、情
報共有や役割分担がしやす
くなった。

○国においてＤＶと児童虐
待を総合的にアセスメント
する指標を作成する動きが
あったが中断しており、
ベースにできる資料がない。

○100％連携している市町
が8市町ある一方で全く連
携していない市町も６市町
あるなど、市町によって取
り組みの差が大きい。

【施策の柱Ⅰ】ＤＶ・児童虐待の総合的な支援
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項目 指標 主な取組 現状・課題 要因

２
ＤＶ防
止に向
けた啓
発の推
進

○ＤＶを受けた
ことがある人の
うち、相談しな
かった人の割合
【目標値】
R7：30.0%
【実績値】
R5：70.6％

○配偶者暴力相
談支援センター
設置市町数
【目標値】
R7：23市町
【実績値】
R6：3市町

〇リーフレット
作成やSNS等を
活用しＤＶ相談
窓口を周知

○配偶者暴力相
談支援センター
の設置促進、市
町の相談窓口の
明確化

〇「どこ（だれ）にも相談しなかった」と回答した者の割
合が、前回（R2）よりも12.6ポイント増えており、「自分
さえ我慢すればやっていける」（48.6%）、「相談してもむ
だだと思った」（42.1%）が高い数値を示している。

○相談先の割合は、「親族・友人・知人」が減り（R2：
41.5％→R5：23.4％）、県こども家庭センター（配偶者暴
力相談支援センター）や市町などの公的機関が増えている。
（ｾﾝﾀｰ R2:1.1％→R5：6.0％、市町 R2：1.1％→R5：
3.0％）

○「配偶者暴力相談支援センター」を設置した市町は３カ
所にとどまっているが、全市町においてＤＶに関する相談
窓口が設置され、相談・支援を行っている。

〇ＤＶに関する県民の認識
が低く、相談後の支援の流
れ等も十分に周知されてい
ない。

〇市町にとっては、業務量
増加や財源の問題、人員体
制が整わない等の課題があ
り、センターを設置するメ
リットが乏しい。

【施策の柱Ⅱ】配偶者等への暴力の未然防止
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項目 指標 主な取組 現状・課題 要因

１
地域での
暴力被害
の早期発
見・相談

○ＤＶを受け
たことがある
人で、どこに
相談したらよ
いか分からな
かったため相
談しなかった
人の割合
【目標値】
R7：0%
【実績値】
R5：6.5％

○配偶者暴力
相談支援セン
ター設置市町
数（再掲）
【目標値】
R7：23市町
【実績値】
R6：3市町

○ＤＶ相談窓口
の明確化とホー
ムページやSNS
を活用した広報
周知

○医療機関や性
被害ワンストッ
プセンターなど
地域の関係機関
への情報提供・
連携

○市町担当者へ
の研修・助言等

○全市町においてＤＶに関する相談窓口が設置され、ＤＶ
を受けたことがある人のうち、どこに相談したらよいか分
からなかった人の割合は減少している。（R2：8.7％⇒R5：
6.5％）

○ＤＶを発見しやすい医療機関向けの被害者対応マニュア
ルを作成し、ＤＶに関する正しい知識や相談窓口等の必要
な情報の提供を行っており、医療機関の紹介で配偶者暴力
相談支援センターへの相談につながるケースもある。

〇また、県こども家庭センターと性被害ワンストップセン
ターや法務局など関係機関との意見交換や研修講師派遣等
を通じて、関係機関のＤＶに関する理解を深め、相談につ
なげる取り組みを行っている。

○市町向けの研修や連絡会、個別訪問による意見交換等を
通じて、市町担当者が県こども家庭センターへ相談しやす
い関係づくりが進み、個別事案の相談やケース会議の開催
が増えてきているが、市町内で対応の相談・協議を行う体
制が整備されていない市町がある。

○県民に対するＤＶに関す
る相談窓口の周知が進んで
きている。

〇市町においては、ＤＶ相
談に関し、上司が数年で異
動することなどから、ＤＶ
相談業務に通じておらず、
組織的な対応や担当者への
フォローが十分にできてい
ない場合がある。

【施策の柱Ⅲ】ＤＶを見逃さない，相談しやすい環境の整備
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項目 指標 主な取組 現状・課題 要因

１
保護体制
の強化に
よる安
全・安心
の確保

ＤＶ被害者の
一時避難場所
を確保してい
る市町数
【目標値】
R7：23市町
【実績値】
R6：７市町

○迅速かつ柔軟な
保護のための一時
保護委託先の拡充

○円滑な保護実施
に向けた市町や警
察との連携強化

○市町による一時
避難場所の確保

○一時保護中の心
理面接の実施など
ケアの充実

○迅速に保護できるよう一時保護委託先を拡充したが
（R2：８施設→R7：11施設）、男性や性的マイノリティ
の被害者などの一時保護先は十分に整理できていない。

○保護が円滑に進むよう、県こども家庭センターにおい
て管轄市町や警察署等との連絡会議を開催して対応を確
認している。

○ＤＶ被害者の一時避難場所を確保している市町数は、
全市町の1/3未満にとどまっている。一時保護避難所を確
保している市町では、ホテルと契約して必要時に部屋を
借りるなどの工夫を行っている。

○一時保護中にカウンセリングや心理判定を実施して心
理アセスメントを踏まえた支援方針を立てるケースが増
えているが、実施できていないケースも多い。

○一時保護委託先は、母子生
活支援施設等が主になるため、
男性や性的マイノリティの被
害者の一時保護先を確保する
ことが難しい。

○地域資源不足や対象ケース
の少なさ等から、市町におい
て一時保護避難場所を確保す
る意向が乏しい。

〇被害者が短期で退所する場
合や本人が心理面接等を望ま
ない場合がある。また、県こ
ども家庭センターの児童心理
司は児童虐待対応等に労力を
割かれており、被害者のアセ
スメントやケア等に対応する
余力がない。

【施策の柱Ⅳ】被害者の安全・安心の確保と自立支援の推進
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項目 指標 主な取組 現状・課題 要因

２
関係機関
との連携
による継
続的な支
援・見守
り

一時保護解除
後に地域に
戻った人のう
ち、支援計画
に基づき支援
を受けている
人の割合
【目標値】
R7：100％
【実績値】
R6：82.9％

○一時保護ケース
の個別支援計画作
成

○施設や地域の関
係機関と支援方針
を共有

〇支援計画に基づ
く継続的支援の実
施

〇令和５年度から一時保護ケースについて、個別の支援
計画策定に取り組んでいるが、支援方針の作成できない
まま帰宅するケースも一定数ある。

〇個別支援計画について、市町や支援機関への共有方法
が確立されておらず、市町へ適切に方針が伝わっていな
い場合がある（７市町が支援計画を共有されたことがな
いと回答）。

〇支援計画をもとに地域の関係機関と支援方針を共有し
ている場合であっても、市町において十分活用されてい
ないことがある。また、支援対象者との連絡が途切れ、
継続的な支援や生活状況の確認が十分にできていない場
合がある。

○短期間で退所するなど、支
援方針が策定ができない場合
がある。

○県こども家庭センターの担
当者により共有方法や内容に
差がある場合がある。

○支援調整会議等を活用して
個別ケースについて組織的に
処遇検討や支援を行う体制が
未確立の市町が多い。

【施策の柱Ⅳ】被害者の安全・安心の確保と自立支援の推進
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項目 指標 主な取組 現状・課題 要因

３
加害者対
応に向け
た取組の
充実

ＤＶと児童虐
待が同時に起
こっている家
庭の加害親の
うち、プログ
ラムを勧奨し
た人の割合
【目標値】
R7：100％
【実績値】
R6：集計中

○加害者プログ
ラムの講師養成

○加害者相談に
も対応した男性
専用ＤＶ相談ダ
イヤルの開設

〇ＤＶがある児
童虐待ケースの
保護者への加害
者プログラム受
講勧奨

〇加害者プログラムの講師を養成して、県内でプログラ
ム実施団体を確保した（１か所→２カ所）。また、オン
ラインを活用し、加害者プログラムを全国的に実施する
団体もできている。

○男性専用ＤＶ相談ダイヤルへの加害者相談件数は、令
和４年度は１件、令和５年度は８件、令和６年度は８件、
令和７年度（４～６月）は４件と、増加傾向にあり、加
害者プログラムに繋がるケースもある。

○一方、県こども家庭センターにおけるＤＶと児童虐待
が同時に起こっている家庭の加害親へのプログラム勧奨
は、行うことができていない。

○県こども家庭センターは、
児童虐待事案では虐待に
フォーカスした指導を行うと
ともに、ＤＶ対応では被害者
支援を優先しており、ＤＶの
加害者への支援が難しい面が
ある。

【施策の柱Ⅳ】被害者の安全・安心の確保と自立支援の推進
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項目 指標 主な取組 現状・課題 要因

１
早期に
相談し
やすい
環境の
整備

女性相談に関
する情報へア
クセスした
ユーザー数
【目標値】
R7：5,000人
【実績値】
R6：6,130人

○リーフレットや
ホームページによ
る女性相談支援セ
ンターの機能の周
知

〇Web検索に関連
付けた広告（リス
ティング広告）に
よる相談ニーズの
ある人をターゲッ
トとした広報

○県内の女性相談窓口や相談できる内容を記載した
リーフレットを作成し、市町や関係機関に配布した。

○令和６年11月～令和７年２月にリスティング広告を
中心としたWeb広報を実施した結果、広告をきっかけ
に県ホームページの閲覧や電話相談につながったケー
スが多くあった。

○一方で、Web広告のターゲットと考えていた若年層
のアクセスは全体アクセス数の平均よりも低かった。

○若年層は女性支援に関する
知識が乏しく、自身の境遇を
困りごととして認識できず、
Web検索自体をしていない可
能性がある。

【施策の柱Ⅰ】相談支援体制の整備
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項目 指標 主な取組 現状・課題 要因

２
女性相談
支援員の
対応力向
上

女性相談支援
員を配置し、
女性相談の窓
口を広報周知
している市町
数
【目標値】
R7：16市町
【実績値】
R6：11市町

【県・市町】
〇女性相談支援員
の配置

【県こどもC】
〇女性相談支援員
向けの研修実施
○市町の対応職員
への助言、支援

○県こども家庭センターや11市町に女性相談支援員が配
置され、相談対応を行っているが、未設置の市町では母
子父子寡婦支援員などが窓口となって対応している。

○県こども家庭センターで開催している女性相談支援員
向けの研修について、令和６年度に国が作成したシラバ
スをふまえた研修体系の整理が必要である。

○市町向けの研修や連絡会、個別訪問による意見交換等
を通じて、市町担当者が県こども家庭センターへ相談し
やすい関係づくりが進み、個別事案の相談やケース会議
の開催が増えてきているが、市町内で対応の相談・協議
を行う体制が整備されていない市町がある。

○財政的な理由や人材確保
の観点から専任の相談員を
配置することが難しい市町
がある。

〇市町においては、女性相
談に関し上司が数年で異動
することなどから、女性支
援・相談業務に通じておら
ず、組織的な対応や担当者
へのフォローが十分にでき
ていない場合がある。

【施策の柱Ⅰ】相談支援体制の整備
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項目 指標 主な取組 現状・課題 要因

１
支援対象
者の状態
に応じた
一時保護
の実施

制約が緩和さ
れた一時保護
委託先の数
【目標値】
R7：3施設
【実績値】
R6：1施設

○支援対象者の
状況に応じた一
時保護委託先の
積極的な利用

○令和６年度に新規に一時保護委託の契約をした１施設
については、携帯電話の使用や外出を可能とするなど、
制約が緩和された生活環境を確保できた。

○一方で、すでに一時保護委託の契約をしている施設に
ついては、制約が緩和された生活環境への変更ができて
いない。

○すでに一時保護委託の契約
をしている施設においては、
リスク管理の観点から、従来
の対応を変更して制約を緩和
することへの不安を持ってい
る。

２
心理的ケ
アの実施

一時保護され
た支援対象者
のうち、心理
士の面談を受
けた割合
【目標値】
R7：50.0％
【実績値】
R6：22.1％

○一時保護中の
支援対象者への
心理的ケア（心
理アセスメント
やカウンセリン
グ）の実施

○一時保護中にカウンセリングや心理判定を実施して心
理アセスメントを踏まえた支援方針を立てるケースが増
えているが、実施できていないケースも多い。【再掲】

○民間のカウンセリング団体
に心理的ケアを委嘱している
が、対応可能な日数に限りが
ある。
〇支援対象者が短期で退所す
る場合や心理面接等を望まな
い場合がある。また、県こど
も家庭センターの児童心理司
は児童虐待対応等に労力を割
かれており、被害者のアセス
メントやケア等に対応する余
力がない。【再掲】

【施策の柱Ⅱ】一時保護機能の見直し
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項目 指標 主な取組 現状・課題 要因

１
関係機関
との連携
による
継続的な
支援・
見守り

一時保護解除
後に在宅での
生活を送って
いる人のうち、
支援計画を策
定し、継続的
な支援を受け
ている割合
【目標値】
R7：35.0％
【実績値】
R6：35.1％

○個別支援計画
の作成

〇支援方針につ
いて地域の関係
機関との共有

〇一時保護解除時に支援計画を作成しているが（作成率：
86.5％）、短期で退所する人も多く、方針を立てられない
まま帰宅するケースもある。

○また、心理アセスメントが未実施であったり、適切に反
映されていないなど、支援方針の内容が十分でないものが
ある。

〇個別支援計画について、市町や支援機関への共有方法が
確立されておらず、市町へ適切に方針が伝わっていない場
合がある（７市町が支援計画を共有されたことがないと回
答）。【再掲】

〇支援対象者への連絡を積極的に行わず、継続的な支援や
生活状況の確認が十分にできていない場合がある。

○県こども家庭センターの
担当者により共有方法や内
容に差がある場合がある。
【再掲】

○支援対象者の帰宅後の生
活に配慮し、県こども家庭
センターからの積極的なア
プローチを控える場合が多
い。

【施策の柱Ⅲ】安心して暮らせる環境の整備



１ 現行計画 （４）振り返り（女性支援計画） 
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項目 指標 主な取組 現状・課題 要因

２
施設や
そのノウ
ハウを
活用した
自立支援

一時保護解除
後に在宅での
生活を送って
いる人のうち、
支援計画を策
定し、継続的
な支援を受け
ている割合
【目標値】
R7：35.0％
【実績値】
R6：35.1％

〇心理療法やア
フターケアなど
入所中・退所後
の支援の充実

○施設入所中の心理的ケアや退所後のフォローは施設主体
で行っているが、施設によって支援内容に差が大きい。

○施設によっては、市町要対協に参加するなどして、地域
の関係機関と連携しながら退所後の支援方針の検討やフォ
ローを実施している。

○施設では、多機能化の一環として、地域の在宅ケースに
対する専門性を活かした支援が求められているが、現時点
ではできていない。

○心理療法担当職員や自立
支援担当職員が配置されて
いない施設がある。

○施設や関係機関において、
地域の在宅ケースへの支援
に関するノウハウが乏しい。

【施策の柱Ⅲ】安心して暮らせる環境の整備
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１ 現行計画 （４）振り返り（女性支援計画） 

項目 指標 主な取組 現状・課題 要因

関係機関
の連携に
よる包括
的な支援
体制の整
備

支援調整会議
が設置され、
支援対象者が
包括的で継続
的な支援を受
けられる体制
が整備された
市町数

【目標値】
R7：9市町
【実績値】
R6：3市町

○市町訪問や説
明会による支援
調整会議の設置
促進

〇支援調整会議
等を活用した地
域の関係機関と
の連携体制づく
り

○令和６年度末時点で３市町が支援調整会議を設置した
が、十分に活用されていない場合がある。

○ＤＶネットワーク会議や支援調整会議を活用し、個別
ケースについて組織的に処遇検討を行う体制が未確立の
市町が多い。

〇支援調整会議について市町
職員の理解や経験が不足して
いる。

【施策の柱Ⅳ】関係機関の連携による包括的な支援体制の整備



◆ ひろしまＤＶ防止・被害者支援計画（第４次）

１ 現行計画 （４）振り返り（総括）

◆ 広島県困難な状況にある女性の支援計画

○ 児童虐待とＤＶの一体的支援についての認識は高まり、現場では連携がとりやすくなってきた実感があるが、

市町によって取組の差が大きい。

○ 相談窓口の周知は進んできているが、ＤＶ被害にあっても窓口に相談しなかった人が約７割おり、

受けられる支援の情報について、より分かりやすく、相談の動機づけにつながる広報が必要である。

○ デートＤＶ予防講座等を通じて若年層におけるデートＤＶの認識率は上昇しているが、授業時間を割いて講座を

開催することが難しい学校もあり、啓発や予防教育について、そのほかの取り組みも必要である。

○ 市町の相談担当職員をフォローする体制が手薄なため、組織的対応や助言を受けられる体制を整える必要がある。

○ 個別支援計画の有効活用に向けて、内容の充実や共有方法の整理等を行う必要がある。

○ 特に若年層において公的機関の認知度不足や相談に対する抵抗感などから相談に繋がりにくい状況にある。

○ Web広報においても若年層のアクセスが少なく、若年層に向けた広報周知の方法を工夫する必要がある。

○ 支援対象者の状態に応じた一時保護委託先の確保や積極的な利用を進める必要がある。

○ 個別支援計画の有効活用に向けて、内容の充実や共有方法の整理等を行う必要がある。【再掲】

○ 支援調整会議など、地域の関係部署が連携して対象者の見守りや支援を行える体制づくりを促進する必要がある。
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２ ＤＶ・女性支援に係る現状等 （１）広島県の現状

① 県内の女性相談の対応状況

○ 女性相談の件数は7,000件程度で推移しており、令和２年度に過去最多となったが、その後やや減少。

○ 女性相談のうち、ＤＶ等暴力に関する相談は４割から５割程度を占めている。

県こども家庭センター及び女性相談支援員（旧：婦人相談員）設置市町における相談件数（こども家庭課調べ）

1763 2053 1717 1769 1859

5241 5715
4989 5389 5319

3456
4011

2974 3179 3047
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R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

電話相談

面接相談

相談件数のうち、暴力被害相談

(相談件数：件)

計7,004 計7,768 計6,706 計7,158  計7,178
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２ ＤＶ・女性支援に係る現状等 （１）広島県の現状

① 県内の女性相談の対応状況

○ 県こども家庭センターにおける相談の主訴は、「暴力（DV）」、「家族・親族関係」、

「その他人間関係」の割合が高い。

※各主訴の詳細については、以下のとおり。
暴力（ＤＶ）：夫・交際相手等の暴力
暴力（その他）：子供・親族・その他の者の暴力
家族・親族関係：離婚問題、 家庭不和等
その他人間関係：男女問題、ストーカー等
生活問題：帰住先なし、生活困窮等
その他：上記以外のもの

592件（19.7％）

176件（5.8％）

721件（24.0％）

587件（19.5％）

159件（5.3％）

775件（25.7％）

暴力（ＤＶ） 暴力（その他） 家族・親族関係 その他人間関係 生活問題 その他

県こども家庭センターにおける令和５年度の女性相談の主訴内訳（こども家庭課調べ）



２ ＤＶ・女性支援に係る現状等 （１）広島県の現状

① 県内の女性相談の対応状況

○ 相談全体では若年層(20歳未満・20-29歳)の相談は少ないが、面接相談ではその比率が高まる。

⇒ 相談に至る若年層は、面接や一時保護が必要な深刻なケースが多いと考えられる。

○ また、関係機関ヒアリングによると、若年女性については、保護者からの虐待やメンタル面の課題等を

抱えたケースが多い。

10件（0.3%）

0件（0.0%）

10件（4.8%）

119件（4.1%）

75件（2.8%）

44件（21.0%）

356件（12.2%）

314件（11.6%）

42件（20.0%）

360件（12.3%）

299件（11.0%）

61件（29.0%）

1,353件（46.2%）

1,325件（48.8%）

28件（13.3%）

698件（23.9%）

673件（24.8%）

25件（11.9%）

30件（1.0%）

30件（1.1%）

0件（0.0%）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

電話相談

面接相談

20歳未満 20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60歳以上 不明

相談方法別県こども家庭センターにおける相談者の年齢構成（R5年度）（こども家庭課調べ）
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２ ＤＶ・女性支援に係る現状等 （１）広島県の現状

○ 性被害ワンストップセンターの対応回数は、年間2400～3600回程度であり、

うち新規の相談件数は、500件強程度で推移している。

○ 被害者の年齢層は、20代までの若年層が56％を占める。

26

②県内の性被害の相談対応状況
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対応回数 うち新規相談件数

性被害ワンストップセンターひろしまにおける

対応件数及び新規相談件数（県民活動課調べ）

性被害ワンストップセンターひろしまにおける

相談者の年齢構成（Ｒ６年度）（県民活動課調べ）



２ ＤＶ・女性支援に係る現状等 （１）広島県の現状

○ 過去１年間にＤＶ被害を経験した人のうち、70.6％が「どこ（だれ）にも相談しなかった」、

次いで23.4％が「親族・友人・知人」に相談したと回答。

一方で公的機関（県センター、市町等）に相談した割合は9.0％にとどまった。

27

配偶者や交際相手からＤＶを受けたことがあると回答した人が、そのことをどこ（だれ）に相談したか
（R5県政世論調査）※複数回答可

70.6 

23.4 

6.0 

6.0 

3.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

3.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

どこ（だれ）にも相談しなかった

親族・友人・知人

県こども家庭センター・配偶者暴力相談支援センター

医療関係者（医師・看護師等）

市役所・町役場（福祉事務所など）

警察署

法務局・人権擁護委員

地方裁判所

広島県男女共同参画財団（エソール広島）

学校関係者（教員・養護教諭・スクールカウンセラーなど）

民間の機関（弁護士会・民間シェルターなど）

その他

（％）

③相談に対する県民の意識



③相談に対する県民の意識

２ ＤＶ・女性支援に係る現状等 （１）広島県の現状

28

（％）
0.0 20.0 40.0 60.0

自分さえがまんすれば、

なんとかこのままやっていけると思ったから

相談してもむだだと思ったから

相談するほどのことではないと思ったから 

親族・友人・知人への相談、

または自分で解決できたから

自分にも悪いところがあると思ったから

自分が受けている行為が

ＤＶとは認識していなかったから

恥ずかしくてだれにも言えなかったから 

どこ（だれ）に相談してよいのかわからなかったから 

相談したことが配偶者（交際相手）にばれて、

仕返しされるのが怖かったから 

相談してもどんな支援を受けられるか

わからなかったから

その他 

○ 公的機関に相談しなかった理由として、

上位を占めるのは、

「自分さえがまんすれば、なんとかこの

ままやっていけると思ったから」

「相談してもむだだと思ったから」

「相談するほどのことではないと思った

から 」

⇒ 困難な状況にある女性やDV被害者等は、

自分の置かれた状況を客観的に認識できて

いない場合や、相談することに不安や抵抗

感がある場合が多く、公的機関への相談に

つながりにくい状況にある。

配偶者や交際相手からＤＶを受けたことがあると回答した人
のうち、公的機関に相談しなかった人について、相談しな
かった理由（R5県政世論調査） ※複数回答可

（％）



２ ＤＶ・女性支援に係る現状等 （１）広島県の現状

④一時保護の状況 

○ 一時保護の件数は60～90件程度で推移しており、

そのうちＤＶに関するものが７割程度を占める。

○ 例年、30代、20代の割合が多くなっている。

県こども家庭センターにおける一時保護件数（こども家庭課調べ）

県こども家庭センター一時保護の年齢構成（R5年度）

（こども家庭課調べ）
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２ ＤＶ・女性支援に係る現状等 （１）広島県の現状

④一時保護解除後の状況 

○ 一時保護解除後の状況は、帰宅が26.2％と最も多い。

女性自立支援施設（旧：婦人保護施設）や母子生活支援施設への入所は３割程度。

30

22（26.2％）

12（14.3％）

16（19.0％）

10（11.9％）

3（3.6％）

21（25.0％）

帰宅 帰郷 母子生活支援施設 婦人保護施設 自立 その他

こども家庭センターにおける一時保護解除後の状況（R5年度）（こども家庭課調べ）



２ ＤＶ・女性支援に係る現状等 （２）特に考慮する社会情勢の変化

➀ 人口構造・世帯構造の変化、少子化の進展
少子化が進展し、総人口、特に年少人口（0～14歳）、生産年齢人口（15～64歳）が減少する。2020年に

対する2050年の年少人口及び生産年齢人口は、県内すべての市町において減少が見込まれている。
子供を持つ世帯数が減少し、そのうち核家族の割合は増加している一方で、ひとり親世帯の世帯数及び

割合は増加している。

② 社会の多様化、ライフスタイルの多様化
個人を重視する価値観の変化、グローバル化などにより、支援対象者が抱える問題の背景は複雑化・

多様化している。支援対象者も、外国人、DV男性被害者、性的マイノリティ、社会的養護経験者など様々
な背景を持っており、配慮すべき事項も多岐にわたる。
また、新型コロナウイルス感染症の流行を契機として、テレワークの普及等による働き方や家庭で過ごす

時間等に変化が生じている。
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２ ＤＶ・女性支援に係る現状等 （２）特に考慮する社会情勢の変化

③ デジタル技術の進展
あらゆる分野でDX（デジタルフォーメーション）が加速し、デジタルツールを活用した情報提供等が

進むとともに、SNS(ソーシャルネットワーキングサービス)の活用などにより、対面を要さないつながりや
コミュニケーション手段が拡大している。また、メタバースや生成AI、６Gなど新たな技術の出現・実用化
が進んでいる。
ＤＶ加害者の中には、スマートフォンやGPS機器等を利用し、ＤＶ被害者の行動を把握・管理する者も

いる。機器の発達等により、ＤＶ被害者が逃避する際の安全確保や追跡防止にあたっては、一層の配慮が
必要となっている。また、デジタル機器や情報通信技術（ＩＣＴ）を用いた性暴力被害（盗撮、画像・動画
をネットに掲載し拡散する等）が問題となっている。

④ 法令等の整備
 ○ DV基本方針の改定（令和５年９月）：

・外国人の人権尊重 ・若年層への教育啓発・加害者プログラムの実施推進 等
 ○ 改正ＤＶ防止法施行（令和６年４月）：

・保護命令制度の拡充 ・法定協議会の設置 等
 ○ 女性支援事業実施要綱、女性相談支援センターガイドライン施行（令和６年４月）：

・一時保護の制約緩和 ・他分野連携 ・若年女子への支援充実 ・悪質ホスト対策 等
○ 改正民法施行（令和８年４月）：
・共同親権の導入 ・法定養育費制度の導入 等
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３ 次期計画の方向性・骨子案 （１）計画の名称

33

【次期計画の名称に関する考え方】

✓ 次期計画では、「ひろしまDV防止・被害者支援計画」と「広島県困難な状況にある女性の支援計画」を統合することと
しており、計画の名称については、現行の２つの計画を踏まえた名称とする必要がある。

✓ DVの被害者の多くは女性であり、困難な状況にある女性にはDV被害者の大多数が含まれることから、「困難な状況にあ
る女性の支援計画」は、「DV防止・被害者支援計画」よりも、より包括的な計画といえる。

✓ このため、次期計画の名称は、先に「困難な状況にある女性の支援計画」であることを示し、次に「DV防止・被害者支
援計画」も含むことが分かるようにすることが適当と考えられる。

✓ なお、２つの計画をそのまま統合すると名称が長くなるため、県民にとってシンプルで分かりやすいものとし、本計画
が法定の都道府県基本計画であることは、計画本文に明記することとする。

国方針名 現行計画名

困難な問題を抱える女性への支援のための施策に関する基本的
な方針（都道府県基本計画）

広島県困難な状況にある女性の支援計画

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等のための施策に関
する基本的な方針（都道府県基本計画）

ひろしまＤＶ防止・被害者支援計画

次期計画の名称は『広島県女性支援・DV防止計画』とする

《参考》



３ 次期計画の方向性・骨子案 （２）将来にわたって目指す社会像と目指す姿

34

➀ 将来にわたって目指す社会像

✓  すべての女性が、人権を尊重され、安心して、自立して暮らすことができる社会の実現

✓  県民に配偶者や交際相手からの暴力を認めない意識が浸透し、誰もがこうした暴力におびえること
なく、心身ともに安定して暮らすことができる社会の実現

（趣旨）

⚫ 様々な事情により日常生活又は社会生活を円滑に営む上で困難な状況にあるすべての女性が、年齢、障害の有無、国籍等を問わず、
早期に相談・支援につながり、その意思を尊重されながら、多様な支援を包括的に切れ目なく受けることができ、その結果、安心
して、自立した生活を営むことができている社会を目指します。

⚫ 県民一人ひとりに、性差別やDV・性暴力等の暴力を許さない意識が浸透し、差別や暴力の未然防止が図られるとともに、配偶者
や交際相手からの暴力に対し、被害者等が安心して相談でき、早期に安全の確保や適切な支援を受けることにより、心身ともに安
定して暮らすことができている社会を目指します。

②目指す姿（５年後）

✓ 地域において困難な状況にある女性やＤＶ被害者等への支援体制が整備され、暴力や生活への不安
なく、安定して自立した生活をしています。

【考え方】
将来的・長期的なビジョンであるため、現行計画において、将来にわたって目指す社会像や基本理念として設定した内容を踏襲する。
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➀施策体系

現行ＤＶ計画 現行女性支援計画

Ⅰ  ＤＶ・児童虐待の総合的な支援

 体制の確保

Ⅲ-１ 地域での暴力被害の早期発見・

相談

Ⅳ-２ 関係機関との連携による継続的

な支援・見守り

Ⅳ  関係機関の連携による包括的な

支援体制の整備

Ⅰ-１ 早期に相談しやすい環境の整備

Ⅰ-２ 女性相談支援員の対応力向上

Ⅲ-１ 関係機関との連携による継続的

な支援・見守り

Ⅱ-１ 若年層からの教育・啓発の充実

Ⅱ-２ ＤＶ防止に向けた啓発の推進

Ⅰ-１ 早期に相談しやすい 環境の整備

（再掲）

Ⅲ-１ 地域での暴力被害の早期発見・

相談（再掲）

Ⅳ-１ 保護体制の強化による 安全・

安心 の確保

Ⅱ-１ 支援対象者の状態に応じた一時

保護の実施

Ⅱ-２ 心理的ケアの実施

Ⅳ-２ 関係機関との連携による継続的

な支援・見守り（再掲）

Ⅳ-３ 加害者対応に向けた取組の充実

Ⅲ-１ 関係機関との連携による継続的

な支援・見守り（再掲）

Ⅲ-２ 施設やそのノウハウを活用した

 自立支援

次期計画（案）

施策の柱Ⅰ

支援の

基盤づくり

１ 地域の包括的支援ネット

ワーク

２ 相談機関の強化・人材育成

３ 児童虐待との総合的な支援

施策の柱Ⅱ

啓発・予防

１ ＤＶ・女性支援の啓発周知

２ 若年層への予防教育

施策の柱Ⅲ

相談支援
・
安全確保

１ 相談支援の充実

２ 一時保護・安全確保

施策の柱Ⅳ

継続的な

支援

１ 地域における支援

２ 施設による支援
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項目 課題 取組の方向性

１ 地域の包括的支援
ネットワーク

⚫ 関連のある分野に対し、ＤＶ相談・女性支援事業
の機能や支援内容を周知し、迅速な情報共有が行
えるよう、平時からお互いに顔のみえる関係づく
りを進めることが必要である。

⚫ 広く、支援対象者と関わる機関等に、ＤＶや女性
支援に関する知識を持ってもらうことが必要であ
る。

➢ 関連する様々な分野の窓口で、女性支援やＤＶに関する
意識を高め、困難な状況にある女性やＤＶ被害者を
キャッチし、適切に相談に繋げられる仕組みづくりを行
う。

➢ 複合的な課題を抱えている対象者に対し、多機関が連携
して相談に繋げて支援を行えるよう、地域において、お
互いに顔のみえるネットワークの構築を推進する。（支
援調整会議の設置）

２ 相談機関の強化・
人材育成

⚫ 様々な背景や複雑な問題を持つ相談者に適切な相
談支援を行い、必要時には早期に専門機関に繋げ
られるよう、相談支援に従事する職員やＳＶ
（スーパーバイザー）の相談支援力を高める必要
がある。

➢ 様々な背景や複雑な問題を持つ相談者に適切な相談支援
やアセスメントを行い、必要時には早期に専門機関に繋
げられるよう、相談支援に従事する職員やＳＶの資質向
上に努める。（研修、ＳＶ体制の充実）

➢ 相談支援に従事する職員同士の横のつながりを強化し、
相互のサポート体制を構築することにより、情報交換や
スキル向上を図る。

３ ＤＶ・児童虐待の
総合的な支援

⚫ 児童虐待とＤＶの一体的支援についての認識は高
まり、現場では連携がとりやすくなってきた実感
があるが、市町によって取組の差が大きい。

➢ 市町こども家庭センター等との連携により、児童虐待と
の総合的な相談支援を行う体制づくりを進める。

【施策の柱Ⅰ】支援の基盤づくり

②課題と取組の方向性
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項目 課題 取組の方向性

１ 女性支援・ＤＶ予防
に係る広報周知

⚫ ＤＶ被害を受けてもどこにも、誰にも相談しない
場合が多くあり、広く県民に対し、ＤＶや困難な
状況にある女性への支援等に関する情報を提供す
る必要がある。

⚫ 外国籍の女性に関する性被害や予期しない妊娠等
の事案が発生しており、外国籍の女性にも支援情
報を届ける工夫が必要である。

➢ 困難な状況にある女性やＤＶ被害者への支援に関する情
報や相談窓口を広く県民に知ってもらうとともに、どう
いった支援が受けられるかを分かりやすく伝えることで、
早期に相談支援に繋がるような広報・啓発を行う。

➢ 外国語での広報周知の方法を検討する。

２ 若年層への予防教育
⚫ 特に若年層について、女性の困難問題やＤＶに関

する認識率が低い。
➢ 若年層のうちから、女性の困難問題やＤＶに係る正しい

知識や相談窓口に関する教育・啓発を行う。

【施策の柱Ⅱ】啓発・予防

②課題と取組の方向性
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項目 課題 取組の方向性

１ 相談支援の充実

⚫ 様々な背景や複雑な問題を持つ相談が増えており、
こうした問題に適切な相談援助を行えるよう、相
談支援に従事する職員の専門性を高める必要があ
る。

⚫ 行政の支援に繋がらない支援対象者が多くいるこ
とから、民間団体と連携した取り組みが必要であ
る。

➢ 様々な背景や複雑な問題を持つ相談者に適切な相談支援
や多面的なアセスメントを行えるよう、研修等により相
談支援に従事する職員やＳＶの資質向上に努める。

➢ 外国人や障害者等、情報コミュニケーションに課題を抱
える支援対象者への相談対応にも配慮する。

➢ 民間団体との連携を促進し、役割分担、協働により、支
援につながりにくい対象者への対策に取り組む。

２ 一時保護・安全確保
⚫ 様々な事情の人が利用しやすい一時避難先を確保

する必要がある。

➢ 避難の必要な支援対象者について、迅速に安心・安全な
一時避難ができるよう、県及び市町において一時避難先
を確保する。

➢ 支援対象者のニーズや状況に合わせ、ＱＯＬの担保に配
慮した一時避難先を確保する（行動制限の緩和、男性や
ＬＧＢＴへの対応など）

【施策の柱Ⅲ】相談支援・安全確保

②課題と取組の方向性
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項目 課題 取組の方向性

１ 地域における支援

⚫ 一時保護解除後に支援につながらなくなる支援対
象者も多くおり、こうした支援対象者を地域で継
続的に見守り、支援を行っていく必要がある。

⚫ 支援対象者ごとの個別支援計画を作成し、地域の
関係機関が共有して、役割分担を図りながら、支
援を行う必要がる。

⚫ 行政の支援に繋がらない支援対象者が多くいるこ
とから、民間団体と連携した取り組みが必要であ
る。（再掲）

⚫ ＤＶ加害者からの再被害の防止に継続的に取り組
んでいく必要がある。

➢ 支援対象者が継続的に支援につながり、必要なサポート
が得られるよう、地域の関係機関で支援計画を共有する。

➢ 民間団体による、地域の在宅支援や退所者のアフターケ
アに取り組む。

➢ ＤＶ加害者等に対する電話相談窓口を設置し、暴力の再
発防止に取り組む。

２ 施設入所による
支援

⚫ リスクや困難度の高い事例においては、施設入所
により、ＤＶ加害者からの追跡防止や、生活再建
に向けた支援に取り組む必要がある。

➢ ケースの状況に応じて適切に施設入所を活用し、生活再
建・自立支援に取り組む。

【施策の柱Ⅳ】継続的な支援

②課題と取組の方向性
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支援対象者は複雑な背景や課題を抱えていることが多く、目指す姿の実現に向けては、関連する
様々な分野において女性支援・ＤＶ防止の認識を高め、適切な相談支援に繋げることが重要である。

そのため、以下の３点を特に注力する施策として設定する。

○ 関係機関の連携による包括的な支援体制の整備（ネットワーク）

【現状・課題】
・支援対象者は、複合的な課題を抱えていることが多いため、地域において分野を超えた
関係部署が連携して支援対象者をキャッチし、見守りや支援を行う体制をつくる必要がある。

・支援対象者の抱える課題や困難に応じた支援計画を策定し、継続的に支援を行う必要がある。

【取組の方向性】
・各市町における支援調整会議の設置など、多機関が連携して情報共有や支援の検討を行える
環境を整える。

・支援対象者の多様なニーズに対応した個別支援計画を作成し、支援機関で共有する仕組みを
つくり、地域において、切れ目なく繋がり続ける支援を行う。
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○ ＤＶと児童虐待の総合的な対応
【現状・課題】
・ＤＶと児童虐待が同時に発生している家庭が多いため、双方の視点をふまえた家庭全体の
アセスメントを行い、支援方針を検討する必要がある。

【取組の方向性】
・両部門が連携して情報共有やアセスメントを行う仕組みづくりを進める。

○ 若年層への教育・啓発

【現状・課題】

・特に若年層において、公的相談機関の認知度の低さや相談に対する抵抗感があり、相談に

繋がりにくい傾向がある。

【取組の方向性】

・問題が複雑化する前に早期発見・支援に繋がるよう、若年層に向けた広報を行う。

・被害者にも加害者にもならないよう、若年のうちからの教育・啓発に取り組む。
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